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滋賀県物品関係入札参加停止基準の運用について 
 
 滋賀県物品の買入れ等に係る競争入札参加者の資格等に関する要綱（昭和 57 年滋賀県告

示第 142 号）第５条に規定する有資格者名簿に登録された業者（以下「有資格業者」とい

う。）に対する県および県の設立に係る公社、公益法人等による発注（以下「県発注等」と

いう。）の物品の買入れ契約等に係る入札参加停止等の措置の運用については、滋賀県物品

関係入札参加停止基準に定めるもののほか、下記によるものとする。 
 

記 
 
１ 第３条関係 
  入札参加停止の期間の始期は、その措置を決定したときとする。また、入札参加停止

の期間中の有資格業者について、別件により再度入札参加停止を行う場合の始期は、再

度入札参加停止の措置を決定したときとする。この場合、入札参加停止の通知をすると

きは別途行うものとする。 
 
２ 第４条関係 
（１）第３項の規定に基づく共同企業体の入札参加停止は、入札参加停止の期間中の有

資格業者を共同企業体を通じて入札に参加させないための措置であり、既に対象で

ある物品の買入れ契約等について開札済みであって新たな入札の参加が想定されな

い特定共同企業体については、対象としないものとする。 
（２）第３項の規定に基づく共同企業体の入札参加停止は、入札参加停止の期間中の有

資格業者を共同企業体を通じて入札に参加させないための措置であり、当該共同企

業体自らが別表各号の措置要件に該当したために行うものではないので、同項の規

定に基づく入札参加停止については、第５条第２項に基づく措置（以下「短期加重

措置」という。）の対象としないものとする。 
 
３ 第５条関係 
（１）有資格業者が別表各号の措置要件に該当することとなった基となる事実または行

為が、当初の入札参加停止を行う前のものである場合には、第２項の規定による短

期加重措置の対象としないものとする。 
 （２）下請人または共同企業体の構成員が第２項の規定による短期加重措置に該当する

ときは、元請負人または共同企業体の入札参加停止の期間を超えてその入札参加停

止の期間を定めることができるものとする。 
（３）第２項の規定により短期加重措置の対象となり、かつ、第６条各号の一に該当す

ることとなった場合には、知事の判断により短期加重措置を受けた後の期間に加重

をするものとする。 
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 （４）第３項の規定により１か月を２分の１とする場合の日数は、15 日とする。 
 
４ 第６条関係 
 （１）各号に掲げる事由の二以上に該当することとなった場合には、期間の加重をする

ものとする。 
 （２）第４号および第５号の「悪質な事由があるとき」とは、当該発注者に対して有資

格業者が不正行為の働きかけを行った場合等をいうものとする。 
 （３）「他の公共機関の職員」（第５号ならびに別表第２第３号、第６号から第８号まで

および第 10 号関係）とは、刑法第７条第１項に定める国または地方公共団体の職員

その他法令により公務に従事する議員、委員その他の職員をいうものであり、特別

法上公務員とみなされる場合を含むものであること。さらに私人ではあっても、そ

の職務が公共性を持つため、特別法でその収賄罪の処罰を規定している場合の当該

私人を含むものであること。 
 
５ 別表第１関係 
 （１）その他の入札前の調査資料（第１号関係）には、低入札価格調査に係る資料を含

むものとする。  
（２）低入札価格調査を行った県発注等の物品の買入れ契約等において、過失による粗

雑履行等（第２号関係）の措置要件に該当した場合の入札参加停止期間は、少なく

とも３か月となるように運用する。 
 
 （３）県発注等の物品の買入れ契約等および県内の物品の買入れ契約等のいずれの業務

においても、次の場合は、原則として入札参加停止を行わないものとする。（第４号

から第７号まで） 
    イ 事故の原因が使用人個人の責に帰すべきものであると認められる場合（例え

ば、公道上において車両により資材を運搬している際のわき見運転により生じ

た事故等） 
    ロ 事故の原因が第三者の行為によるものであると認められる場合（例えば、適

切に管理されていたと認められる工事現場内に第三者の車両が無断で進入した

ことにより生じた事故等） 
（４）県発注等の物品の買入れ契約等における事故（第４号および第６号関係）につい

て、安全管理の措置が不適切であると認められるのは、原則としてイの場合とする。

ただし、ロによることが適当である場合には、これによることができる。 
   イ 発注者が仕様書等により具体的に示した事故防止の措置を受注者が適切に措

置していない場合、または発注者の調査結果等により当該事故についての受注

者の責任が明白となった場合 
   ロ 当該物品の買入れ契約等について受注者から権限を委任されている代理人等



3 
 

が刑法、労働安全衛生法等の違反の容疑により逮捕され、または逮捕を経ない

で公訴を提起されたことを知った場合 
 （５）県内における物品の買入れ契約等における事故（第５号および第７号）について、

安全管理の措置が不適切であり、かつ、当該事故が重大であると認められるのは、

原則として受注者から権限を委任されている代理人等が刑法、労働安全衛生法等の

違反の容疑により逮捕され、または逮捕を経ないで公訴を提起されたことを知った

場合とする。 
 
６ 別表第２関係 
 （１）「代表権を有すると認めるべき肩書」（第１号関係）とは、専務取締役以上の肩書

をいうものとする。 
 （２）独占禁止法第３条に違反した場合（第４号から第６号までおよび第 12 号イ）は、

次のイからニまでに掲げる事実のいずれかを知った後、速やかに入札参加停止を行

うものとする。 
    イ 排除措置命令 
    ロ 課徴金納付命令 
    ハ 刑事告発 
    ニ 有資格業者である法人の代表者、有資格業者である個人または有資格業者で

ある法人もしくは個人の代理人、使用人その他従業者の独占禁止法違反の容疑

による逮捕 
（３）独占禁止法第８条第１号に違反した場合（第４号および第５号関係）は、課徴金

納付命令が出されたことを知った後、速やかに入札参加停止を行うものとする。 
（４）別表第２第４号から第６号までおよび第 12 号イの措置要件に該当した場合におい

て課徴金減免制度が適用され、その事実が公表されたときの入札参加停止の期間は、

当該制度の適用がなかったと想定した場合の期間の２分の１の期間とする。この場

合において、この項前段の期間が別表第２第４号から第６号までおよび第 12 号イに

規定する期間の短期を下回る場合においては、第５条第３項の規定を適用するもの

とする。 
（５）「業務」（第４号から第 12 号までおよび第 18 号関係）とは、個人の私生活上の行

為以外の有資格業者の業務全般をいうものであること。 
（６）業務に関する「不正または不誠実な行為」（第 18 号関係）とは、原則として、次

の場合をいうものとする。 
イ 有資格業者である個人、有資格業者の役員またはその使用人が、滋賀県、京都

府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、福井県、岐阜県および三重県の区域内

における業務に関する法令違反の容疑により逮捕され、または逮捕を経ないで公

訴を提起された場合 
ロ 県発注等の物品の買入れ契約等に関して、落札決定後辞退、有資格業者の過失
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による入札手続の大幅な遅延等の著しく信頼関係を損なう行為があった場合 
 
７ その他 
（１）「県」とは、滋賀県財務規則（昭和 51 年滋賀県規則第 56 号）第２条に規定する

課、事務局および地方機関、滋賀県企業庁組織規程（平成 23 年滋賀県企業庁規程

第１号）第２条に規定する課ならびに滋賀県病院事業庁組織規程（平成 18 年滋賀

県病院事業庁規程第１号）第６条から第９条に規定する課等をいう。 
（２）「県の設立に係る公社、公益法人等」とは、県が設立に係り、滋賀県が作成した

物品買入れ等競争入札参加資格者名簿を使用している法人のことをいう。 


